
北海道告示第10097号

北海道が令和３年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

また、次の表の左欄に掲げる事務又は事業に係る補助金等の交付の決定、補助金等の額の確定その他補助金等の交付に関する権限は、それぞれ同表の補助金等の交付に関する権限の委任

欄に掲げる職にある者に委任する。

令和４年２月２日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その51）

補助金等を交付する事務又は事 交付申請書に添付す 実績報告書に添付す 交付申請書の提出部数、提 補助金等

業の名称及びその目的又は趣旨 補助対象者 補助対象経費 補助率等 べき関係書類 べき関係書類 出期限及び提出先 の交付に 摘 要

関する権

限の委任

１ 新型コロナウイルス感染症 新型コロナウイル 新型コロナウイルス感染症重 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

重症者対応体制確保事業費補 ス感染症重症患者の 症患者の治療を行うために必要 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示する日

助金 治療に必要な医療機 な医療機器（人工呼吸器、体外 （寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 提 出 先 保健福祉部

新型コロナウイルス感染症 器を正しく扱える知 式膜型人工肺）を正しく扱える 他の収入金が 保福第１の20号様式 別に指示する書類 感染症対策局

の重症者の治療を行うために 識を持った医師等医 知識を持った医師等医療従事者 あるときは、 別に指示する書類 感染症対策課

必要な医療機器（人工呼吸器 療従事者の派遣を行 の派遣に要する経費（賃金、報 補助金等の額

及び体外式膜型人工肺）を正 う医療機関 酬、謝金、旅費、役務費（保険 の算定に当た

しく扱える知識を持った医師 料）、委託料） り、当該寄附

等医療従事者を医療機関に派 金その他の収

遣する費用に対し補助するこ 入金の控除等

とにより、重症患者に対応可 を行う。）

能な医療提供体制を確保する

ことを目的とする。

２ 訪問薬剤管理指導実施体制 一般社団法人北海 一般社団法人北海道薬剤師会 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の2号様式 提出部数 １部

整備促進事業費補助金 道薬剤師会 が行う訪問薬剤管理指導実施体 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示する日

北海道の在宅医療における 制整備促進事業に要する経費の （寄附金その 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 提 出 先 保健福祉部

適切な薬物療法を推進するた うち、次に掲げるもの。 他の収入金が 保福第１の20号様式 地域医療推進局

め、予算の範囲内で補助する。 あるときは、 保福第１の32号様式 医務薬務課

需用費（印刷製本費、資料購 補助金等の額 別に指示する様式

入費）、会場使用料、役務費（通 の算定に当た

信運搬費等）、報償費、旅費 り、当該寄附

金その他の収

入金の控除等

を行う。）



３ 地域薬剤師確保推進事業費 一般社団法人北海道薬 提出部数 １部

本道における地域包括ケア体 剤師会 提出期限 別に指示する日

制の構築を促進し、もって道民 提出先 保健福祉部

の保健医療福祉の向上に資する 地域医療推進局

ため、未就業女性薬剤師等の復 医務薬務課

職支援事業並びに薬剤師バンク

を活用した就業あっせん及び薬

剤師派遣事業に対し、予算の範

囲内で補助する。

(1) 未就業女性薬剤師等復職

支援事業

ア 未就業薬剤師復職支 未就業薬剤師の復職支援プログ 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

援プログラムの検討 ラムの検討に必要な報償費、需用 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

費（印刷製本費、消耗品費、会議 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

費等）、役務費（通信運搬費等）、 の収入金がある 保福第１の20号様式

使用料及び賃借料（会場借上費等）、 ときは、補助金 保福第１の32号様式

旅費 等の額の算定に 別に指示する様式

当たり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

イ 復職支援プログラム 復職支援プログラム実施医療機 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

実施医療機関及び薬局 関及び薬局に対する助成金 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

に対する実習経費の助 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

成 の収入金がある 保福第１の20号様式

ときは、補助金 保福第１の32号様式

等の額の算定に 別に指示する様式

当たり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

ウ 復職支援セミナーの 未就業薬剤師が復職するに当た 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

開催 って必要な知識・技術等を習得す 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式



るための研修会の開催に必要な報 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

償費、需用費（印刷製本費、消耗 の収入金がある 保福第１の20号様式

品費、会議費等）、役務費（通信 ときは、補助金 保福第１の32号様式

運搬費等）、使用料及び賃借料（会 等の額の算定に 別に指示する様式

場借上費等）、旅費 当たり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

エ 未就業薬剤師に対す 未就業薬剤師に対する就業促進 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

る就業促進及び復職支 及び復職支援事業の普及啓発に必 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

援事業の普及啓発 要な需用費（印刷製本費、消耗品 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

費等）役務費（通信運搬費等）、 の収入金がある 保福第１の20号様式

使用料（広告費）、委託料（上記 ときは、補助金 保福第１の32号様式

経費に該当するもの。） 等の額の算定に 別に指示する様式

当たり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

(2) 薬剤師登録派遣事業

ア 薬剤師の求人・求職 薬剤師の求人・求職情報システ 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

情報システム（北海道 ムの運営に必要な需用費（印刷製 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

薬剤師バンク）の運営 本費、消耗品費、会議費等）、役 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

務費（通信運搬費等）、使用料（シ の収入金がある 保福第１の20号様式

ステム借上費等）、備品購入費、 ときは、補助金 保福第１の32号様式

委託料（上記経費に該当するもの。） 等の額の算定に 別に指示する様式

当たり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

イ 薬剤師バンク登録の 薬剤師バンク登録の促進に必要 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

促進（求人・求職情報 な需用費（印刷製本費、消耗品費 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

登録の働きかけ） 等）、役務費（通信運搬費等） （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

の収入金がある 保福第１の20号様式

ときは、補助金 保福第１の32号様式



等の額の算定に 別に指示する様式

当たり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

ウ 薬剤師登録派遣コー 薬剤師登録派遣コーディネータ 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

ディネーターの設置 ーの設置に必要な人件費、旅費 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

（寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

の収入金がある 保福第１の20号様式

ときは、補助金 保福第１の32号様式

等の額の算定に 別に指示する様式

当たり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

エ 特に薬剤師の確保が 薬剤師派遣元医療機関及び薬局 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

困難な地域の医療機関 に対する助成金 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

及び薬局に対する薬剤 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

師派遣 の収入金がある 保福第１の20号様式

ときは、補助金 保福第１の32号様式

等の額の算定に 別に指示する様式

当たり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

４ がん診療連携拠点病院等機能 厚生労働大臣が指定 がん診療連携拠点病院等機能強 10分の10以内 保福第１の18号様式 保福第１の18号様式 提出部数 正副２部 書類

強化事業 するがん診療連携拠点 化事業に必要な報酬、給料、職員 保福第１の20号様式 保福第１の31号様式 提出期限 別に指示する日 は、総

地域におけるがん診療連携の 病院又は地域がん診療 手当等（通勤手当、期末・勤勉手 （寄附金その他 保福第１の32号様式 保福第221号様式 提出先 保健福祉部 合振興

円滑な実施を図るとともに、質 病院の開設者 当、時間外勤務手当）、共済費、 の収入金がある （申請者が市町村であ 保福第222号様式 健康安全局 局又は

の高いがん医療の提供体制を確 会議費、賃金、報償費、旅費（国 ときは、補助金 る場合を除く。） 保福第371号様式 地域保健課 振興局

立することを目的として、予算 内旅費）、需用費（図書購入費、 等の額の算定に 保福第221号様式 別に指示する様式 の保健

の範囲内で補助する。 消耗品費、印刷製本費）、役務費 当たり、当該寄 保福第222号様式 環境部

（通信運搬費、保守料、広告料）、 附金その他の収 保福第370号様式 長又は

委託料、使用料及び賃借料、備品 入金の控除等を 別に指示する様式 地域保

購入費、緩和ケア病床確保に係る 行う。） 健室長

経費。 を経由



ただし、給料、職員諸手当（通 するこ

勤手当、期末・勤勉手当、時間外 と。

勤務手当）及び共済費については、

がん相談支援事業、病理医養成等

事業及びがん患者の就労に関する

総合支援事業に限る。

また、緩和ケア病床確保に係る

経費については、緩和ケア推進事

業に限る。

５ 健康増進事業費補助金 市町村（札幌市を除 １ 健康教育事業の実施に必要な ３分の２以内 保福第１の18号様式 保福第１の30号様式 提出部数 １部 総合振興

道民の健康増進に資すること く。） 報酬、給料（ただし会計年度任 （肝炎ウイルス 保福第１の20号様式 保福第１の31号様式 提出期限 別に指示する日 局長又は振

を目的に、健康増進法（平成14 用職員へ支給されたものに限 検診の無料検診 保福第260号様式 保福第260号様式 提出先 総合振興局又は 興局長（補

年法律第103号）に基づき市町 る）、職員手当等（ただし会計 に係る自己負担 振興局(保健行政 助対象者が

村 が実施する各種健康増進事業 年度任用職員へ支給されたもの 相当額分につい 室又は地域保健 旭川市、函

に 対し、予算の範囲内で補助す に限る）、共済費、報償費、旅 ては、10分の10 室）（小樽市、函 館市及び小

る。 費、需用費（消耗品費、燃料費、 以内） 館市及び旭川市 樽市である

印刷製本費、光熱水費、修繕料）、 については、保 場合を除

役務費（通信運搬費、保険料）、 （寄附金その他 健福祉部健康安 く。）

委託料、使用料及び賃借料、備 の収入金がある 全局地域保健課）

品購入費 ときは、補助金

２ 健康相談事業の実施に必要な 等の額の算定に

報酬、給料（ただし会計年度任 当たり当該寄附

用職員へ支給されたものに限 金その他の収入

る）、職員手当等（ただし会計 金の控除等を行

年度任用職員へ支給されたもの う。）

に限る）、共済費、報償費、旅

費、需用費（消耗品費、燃料費、

印刷製本費、光熱水費、修繕料）、

役務費（通信運搬費、保険料）、

委託料、使用料及び賃借料、備

品購入費

３ 健康診査事業の実施に必要な

報酬、給料（ただし会計年度任

用職員へ支給されたものに限

る）、職員手当等（ただし会計

年度任用職員へ支給されたもの

に限る）、共済費、報償費、旅

費、需用費（消耗品費、燃料費、

印刷製本費、光熱水費、修繕料）、

役務費（通信運搬費、手数料、



保険料）、委託料、使用料及び

賃借料、備品購入費、負担金

４ 訪問指導事業の実施に必要な

報酬、給料（ただし会計年度任

用職員へ支給されたものに限

る）、職員手ただし当等（会計

年度任用職員へ支給されたもの

に限る）、共済費、報償費、旅

費、需用費（消耗品費、燃料費、

印刷製本費、光熱水費、修繕料）、

役務費（通信運搬費、保険料）、

委託料、使用料及び賃借料、備

品購入費

５ 総合的な保健推進事業の実施

に必要な報酬、給料（ただし会

計年度任用職員へ支給されたも

のに限る）、職員手当等（ただ

し会計年度任用職員へ支給され

たものに限る）、報償費、旅費、

使用料及び賃借料、需用費（消

耗品費、会議費、印刷製本費）、

役務費、委託料


